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１．実施概要 

（１）保安検査実施期間（詳細日程は別添１参照） 

自 平成２９年８月１５日（火） 

至 平成２９年８月１８日（金） 

 

（２）保安検査実施者 

東海・大洗原子力規制事務所 

統括原子力運転検査官   栗﨑 博 

原子力運転検査官      足立 謹聰 

原子力運転検査官      木村 淳一 

 

２．保安検査内容 

今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、立入り、物件検査及び関係

者への質問により、保安規定の遵守状況を確認するとともに、日々実施している運転管

理状況の聴取、記録確認、加工施設の巡視等についても保安検査として実施した。 

 

（１）基本検査項目（下線は保安検査重点項目に基づく検査項目） 

①不適合管理及び是正処置の実施状況 

②予防処置の実施状況 

③文書及び記録の管理状況 

（２）追加検査項目 

なし 

 

３．保安検査結果 

（１）総合評価 

今回の保安検査においては、「不適合管理及び是正処置の実施状況」、｢予防処置

の実施状況｣及び「文書及び記録の管理状況」を基本検査項目として、検査を実施した。 

検査の結果、「不適合管理及び是正処置の実施状況」については、不適合の除去、

不適合の原因の究明及び是正処置の実施の一連の仕組みが構築されていること及び仕

組みの改善状況を適時確認するとともに、抽出した個々の不適合管理及び是正処置の

実施状況についてプロセスの適切性を確認した。 

「予防処置の実施状況」については、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

大洗研究発センター燃料棟における核燃料物質の飛散に伴う作業員の汚染事故（以

下「大洗センターで発生した作業員の汚染事故」という。）に対する事業者の取組状況に

ついて、他の事業者等からの知見の情報収集、評価を含む予防処置の仕組み、核燃料

物質（放射性固体廃棄物を含む。）に係る記録類の保管管理状況、核燃料物質等を

取扱う際の作業計画の適切性、事故発生時における資機材の整備及び教育訓練の実

施状況を確認した。 
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「文書及び記録の管理要領」については、文書及び記録の管理の仕組みに問題が無

いことを確認するとともに、手順書に基づき作成された記録類の保管管理状況が適切で

あることを確認した。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保安活動は

問題の無いものであったと判断する。 

なお、「予防処置の実施状況」については、大洗センターで発生した作業員の汚染事

故を踏まえた対応処置が引き続き実施されることから、今後も保安検査等において確認

することとする。 

 

（２）検査結果 

①不適合管理及び是正処置の実施状況 

本検査項目は、不適合の除去、不適合の原因の究明及び是正処置の実施の一連

の仕組みが手順書に規定されていること及び仕組みの改善状況を適時確認するととも

に、抽出した個々の不適合処置の実施状況についてプロセスを確認した。 

検査の結果、不適合管理及び是正処置の仕組については、「保安不適合管理標準」

及び「保安是正・予防処置標準」において、不適合の発見から除去、原因究明、再発

防止、有効性の評価までの一連の活動が規定されていることを上記手順書及び安全・

品質保証課への聴取により確認した。また、保安情報共有会議において月１回、計画

から処置、処置完了及び有効性の評価までの一連の活動状況についてフォローアップを

行っていることを「保安情報共有会議議事録」及び安全・品質保証課への聴取により確

認した。 

また、仕組みの改善状況については、平成２８年度第１回保安検査において指摘され

ていた、不適合の可能性のある事象に対して、本来不適合管理を実施すべきところを課

長判断で不適合対象外にしていた事象及び審議の実施頻度が月一回では不充分で

はとの指摘について、安全・品質保証課は不適合の可能性がある事象は、課長判断後、

保安情報共有会議で審議するとともに、保安情報共有会議の実施頻度を月１回から

原則週１回に変更するという保安情報共有会議要領の改定を計画し、平成２８年９月

２８日に安全衛生委員会で審議を受け、核燃料取扱主任者の確認及び安全品質管

理部長の承認を得て、平成２８年９月２９日に施行していること。平成２９年度第１回保

安検査において「不適合の可能性のある事象については保安情報共有会議に情報を正

確に上げること」とのコメントを受けて、安全・品質保証課は「要領書に準備資料の項目

を設け、審議に必要な資料の提出を明確にする」という改訂を計画し、平成２９年６月２

６日に安全衛生委員会で審議を受け、核燃料取扱主任者及び安全品質管理部長の

確認を受けて、平成２９年６月２７日に施行していることを手順書及び安全・品質保証

課への聴取により確認した。 

さらに、個々の不適合処置の実施状況の確認については、保安検査等で指摘又はコ

メントを受けたことに対する不適合処置として、グレードⅠは、不－２１１「運転再開計画

における点検計画、判定基準の抜け」、不－２１２「使用施設からの廃棄物受入に係る

事業計画と使用計画の一部不整合」及び不－２１３「施設定期検査「放射性液体排

気設備の液面高検知の警報作動検査」実施時における検査不成立」の３件、グレード
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Ⅱは、不Ⅱ－０３８「訓練計画書の承認プロセスの不備の改善」、不Ⅱ－０４０「設備技

術課の力量管理が不十分で有ったことの改善」、不Ⅱ－０４３「ＭＲ会議資料の不足の

改善」、不Ⅱ－０４４「異常時の処置に係る要領書改訂」、不Ⅱ－０４５「保安情報共

有会議の改善」及び不Ⅱ－０４６「放射線安全作業要領の改善」の６件、自社で発生

した不適合処置は、不Ⅱ－０４２「非常用発電機１号の起動試験にかかる不適合」の１

件を抽出して確認し、それぞれについて、是正処置を含む実施した内容並びに担当課の

処置計画案の策定から保安情報共有会議での審議及び決裁までの一連のプロセスに

ついて、関連手順書及び不適合処置及び是正処置の記録並びに関係者の聴取により

確認した。 

 

以上のことから、検査を行った範囲において保安規定違反となる事項は認められなかっ

た。 

 

②予防処置の実施状況 

本検査項目は、他の事業者等からの知見の情報収集、評価を含む予防処置

の仕組み、核燃料物質（放射性固体廃棄物を含む。）に係る記録類の保管管

理状況、核燃料物質等を取扱う際の作業計画の適切性、事故発生時における

資機材の整備及び教育訓練の実施状況を確認した。 

検査の結果、加工事業者及び濃縮事業者との情報共有は、それぞれ事業者

間で協定を結び、四半期に１回の会議体「ウラン加工施設保安情報連絡会」で

「原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象

等に関する規則」に基づき報告した内容の情報を事業者相互に共有し、追加の

確認については電子メール等により共有していることを協定書、保安情報連絡会

議事録及び関係者への聴取により確認した。 

また、加工・濃縮事業者以外の情報は、自社内ルールとして「監督官庁指示

対応並びに社外情報収集及び処置要領」を定め、原子力規制委員会指示文

書、原子力規正委員会ＨＰ、原子力安全推進協会、新金属協会等について情

報収集対象と実施頻度を定めて収集していること。海外情報については、親組織

である三菱重工業株式会社の系列子会社から入手し、入手した情報は保安情

報共有会議で予防処置の実施の可否を含め審議していることを関連手順書及

び「保安情報共有会議議事録」並びに関係者への聴取により確認した。 

予防処置の実施状況及びその有効性の評価については、具体的な例として、

他社情報に基づく実施状況について平成２８年８月９日に原子燃料工業株式会

社東海事業所で発生した、「施設定期検査立会時の警報検査における警報ブ

ザーの未吹鳴」について確認したところ、「ウラン加工施設保安情報連絡会」より情

報を入手し、自社の警報装置が同種事象を発生させるような装置でないことを確

認するとともに、ソフト的に対策を強化するため、未吹鳴が発生しない方法を手順

書に記載する保安予防処置管理票を起票し、保安情報共有会議で審議し、手

順書を改訂し、予防処置を完了するまでの一連の活動を「保安是正・予防処置

標準」「保安情報共有会議要領」に基づき実施するとともに有効性評価は評価

時期が来ていないため未実施であること。自社で発生した不適合の予防処置につ

いては、三菱原子燃料株式会社で平成２３年に「粉末ウランの漏えいに伴う軽微

な内部被ばく事象」が発生していることから、その状況について確認したところ、予防
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処置管理票の起票から予防処置完了までの実施状況を当該「S-UNDR（保安

不適合発生連絡及び処置書）」及び「保安予防処置管理票」により、不適合処

置から予防処置にいたる一連の活動を手順書に基づき実施していることを確認す

るとともに、有効性の評価も、平成２３年２月８日「平成２３年度自主評価報告

書」により予防処置は有効であったと評価していることを予防処置の記録、関連手

順書及び関係者への聴取により確認した。 

 

大洗センターで発生した作業員の汚染事故についての情報収集及び情報の共

有については、原子力規制庁ＨＰ、大洗センターＨＰ、新聞情報等入手できる範

囲で幅広く情報収集を行い、保安情報共有会議で共有していることを、「保安情

報共有会議議事録」及び関係者への聴取により確認した。 

また、大洗センターで発生した作業員の汚染事故について、入手した情報に基

づき実施した事項については、以下のとおり確認した。 

ア ６月９日に、大洗センターで発生した作業員の汚染事故をうけて、管理総括

者から「安全管理の再徹底について」の通知文書が発出され、各課においてウ

ラン粉末及び六ふっ化ウラン（以下「ＵＦ６」という。）を取り扱う事業者として、既

に規定している安全管理上の取り決めの再徹底を行ったことを、同通知文書

及び「職場懇談会議事録」並びに関係者への聴取により確認した。 

イ ６月１５日の月例保安報告会議において社長が、当該時点における問題

点等を注意喚起するとともに、安全意識の高揚（安全文化醸成活動）として

職場懇談で討論することを指示し、各課は指示を受けて、職場懇談会で討

論を行っていることを「月例保安報告会議議事録」「職場懇談議事録」及び

関係者への聴取で確認した。 

ウ 大洗センターで発生した作業員の汚染事故を受け、安全管理課は「放射

線安全作業要領」を見直し、マスクの着用時の注意点の追記、汚染の高い

区域の追記、マスク着用が必要な作業の追記の３点の改訂を行ったことを、

「放射線安全作業要領」（平成２９年７月２９日改訂）及び安全管理課への

聴取で確認した。 

エ 「緊急時対応要領」の見直しについては、平成２８年２月９日にＵＦ６漏えい

時の措置・対応に立入制限区域の目張りの追加、平成２８年６月２９日にＵ

Ｆ６漏えい事象に係る対応フロー図における化学防護服に係る見直しの実施、

平成２８年１２月１３日にUF６漏えい時の建屋周辺の散水についての追加、平

成２９年２月８日に具体的個別事故時の措置・対応にＵＯ２Ｆ２溶液漏えいの

追加、平成２９年７月２８日に別冊の見直しの実施等、適宜見直しを行って

いることを「緊急時対応要領」及び関係者への聴取により確認した。 

オ 大洗センターで発生した作業員の汚染事故については原因及び再発防止

対策にかかる最終報告を入手次第、必要な見直しを検討することを「保安情

報共有会議議事録」及び関係者への聴取により確認した。 

 

核燃料物質（放射性固体廃棄物を含む。）の取扱いに係る作業管理記録類

の保管管理状況は以下のとおり確認した。 

ア 核燃料物質にかかる記録類については、核燃料物質等の貯蔵及び移動に

かかる記録と放射性固体廃棄物の内容物等の記録について確認した。貯蔵

の記録については、それぞれの貯蔵場所において、燃料等の形態、容器数、

正味重量、ウラン量、ウラン235の量を記録しており臨界安全管理上問題無
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い状態であること、移動の記録については「核燃料物質の事業所内運搬に係

る放射線管理要領」 により要領を確認し、その記録用紙である「核燃料物

質所内移動伝票」により、ウラン、ガドリ燃料棒等の記録を確認し、未臨界、

表面線量当量率等を測定記録しており臨界安全管理及び放射線防護上

管理値内であること、さらに放射性固体廃棄物の内容物の記録については、

都度分別作業を行い分別した可燃物は焼却により焼却灰にしてドラム缶に

封入し保管していること、不燃物は分別作業で種類別に分別（ポリ・ウエス、

木枠、ポリカ、焼却灰等）した上でドラム缶に封入し、内容物を明確に識別し

管理していることを同記録及び関係者への聴取により確認した。 

イ 作業等を実施した場合の記録については作業標準又は作業要領書に様

式を定め必要な記録を残していることを、作業標準及び作業要領書並びに

関係者への聴取により確認し、例として「核燃料物質の事業所内運搬に係る

放射線管理要領」及びそれに基づく「核燃料物質所内移動伝票（３）」「核

燃料物質運搬・測定記録」等の記録により確認した。 

ウ 事業者は、情報共有のための自主的取組みとして、社内イントラネットを構

築し、情報共有すべき情報として、「不適合、是正、予防処置表及びその添

付資料」「ヒヤリハット事例」及び「ＫＹ教育資料」を社内イントラネットに保存し、

必要な人間に必要な情報が利用できる体制を確保していることをそれぞれの

社内イントラネット画面及び関係者への聴取により確認した。 

 

核燃料物質等を取扱う際の作業計画の適切性については以下のとおり確認し

た。 

ア 管理区域等における工事や核燃料物質の取扱等における初めての作業を

非定常作業として、「非定常作業管理要領」に基づき作業計画を立案し、

作業の立案に当たっては、ウラン取扱い上の安全確保の観点から臨界安全

管理及び被ばく管理の方法等を作業計画書に記載するとともに、作業内容

に応じて一般安全についても考慮することを、「非定常作業管理要領」及び

関係者への聴取により確認した。 

イ ２回目以降は定常作業とし、定常作業に移行する場合は、作業要領書を

作成し、教育を実施した上で作業指示に基づき作業を実施すること。また、作

業の間隔が１年に1回程度と長いものは、人的過誤防止の観点から人的過

誤に係るチェックシートを作成し、教育及び作業において使用し作業を実施し

ていることを「ヒューマンエラー防止上注意を要する作業の管理要領」、チェック

シート及び関係者への聴取により確認した。 

ウ 非密封ウランを扱う作業として、汚染の可能性が高い場所のクリーンアップ作

業については、放射線防護の観点から、「クリーンアップ作業要領」「焙焼還元

クリーンアップ」によりクリーアップ作業時の注意点等を規定していること、それを

元に個々のチェックシートにより作業を行っていることを手順書及び関係者への

聴取により確認した。 

エ ＵＦ６を取り扱う作業は、定常作業として実施しており、転換課の手順書「蒸

発バージ操作」で、転換工程における蒸発・加水工程蒸発操作の要領が定

められ、作業実施時の防護具（ＨＦ用半面マスクを含む）着用基準、作業中

の立入り制限エリア、ＵＦ６取扱い上の注意事項等の放射線防護や化学防

護に係る内容が細かく規定されていること、また、手順書内には、臨界安全、

放射線安全及び一般安全に係る部分が特出しでわかるような記載がされてい
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ることを手順書及び関係者への聴取により確認した。 

 

事故発生時における資機材の整備及び教育訓練の実施状況については以下

のとおり確認した。 

ア 資機材の点検については、非常用シャワー、担架、空気マスク、洗顔器及び

除染キットは「緊急時使用設備の保守点検要領」に基づき、半面マスク(HF

対応)、ゴーグル、化学防護服、簡易化学防護服、携行ＨＦ探知機は「防災

資機材管理要領」に基づき、毎月、員数及び作動を伴う機能確認を実施し

ていることを手順書、「点検記録表」及び関係者への聴取並びに現場確認に

より実施した。ただし、事業者は、８月２日に原子力規制委員会に報告された

大洗センターで発生した作業員の汚染事故の報告書（第２報）で明らかになっ

た実際の除染状況を踏まえ、一部資機材の追加（頭髪除染用液体シャンプ

ーやキムタオル）等検討すべき事項があったことから、現在、ＵＦ６を含む除染資

機材（非常用シャワーの使用要領を含む）の見直しを実施中であることを聴取

した。 

イ 放射線防護等の教育に関して、防災要員等への教育については「防災組

織選任及び教育・訓練要領」に基づき、防災組織選任時教育、要領書等

改定時教育として緊急時対応に必要な教育がされていること。また、ＵＦ ６転

換工程については運転再開までに１年以上期間が開いたことから、特別教育

として、すべての防災要員への教育が規定されていること。転換工程に入域す

るものに対しては、「転換工場立入制限区域への立入教育」でＵＦ６ばく露防

止に関する教育が実施されていること。放射線業務従事者への定期的な教

育として、「平成２８年度定期保安教育資料」で放射線の性質、放射線防

護、被ばく管理、ＵＦ６ばく露防止等に関することが定期的に教育されていること

を手順書、教育資料及び関係者への聴取により確認した。 

ウ 非常時の訓練については、昨年１年間の訓練状況について、平成２８年度

ＵＦ６漏えい対応訓練(H29.2.9実施)及び平成２９年度ＵＦ６漏えい対応訓練

(H29.7.5実施)(計画書のみ報告書は未完成)、平成２８年度総合訓練（H2

9.2.9実施)及び平成２８年度初期消火訓練(H28.11.3実施)について、各訓

練で検出された課題に対する改善が実施されていることを、計画書、報告書

及び関係者への聴取により確認した。具体的には、ＵＦ６汚せん対応訓練では、

平成２８年度の訓練結果を踏まえ、要救助者の安全のため、要救助者を担

架に固定するための紐の追加、救護人員の数が不充分と判断し救護員の追

加、目張り作業の安全確保と作業効率の向上のため、脚立の追加と目張り

テープの巾の見直し等の改善をおこなっていることを計画、報告書及び関係者

への聴取により確認した。 

また、大洗センターで発生した作業員の汚染事故の情報を受けて、事業者

は、除染資機材を使用した訓練において、負傷者救出、救急車への搬送等

の一連の活動について訓練しているものの、被ばく者の除染行為自体の訓練

は不充分であることから、除染資機材の見直しに合わせて教育とその後の実

行性のある訓練の実施についてＵＦ６漏えい時の対応を含めて検討するとしてい

ることを関係者から聴取した。 

 

 

以上のことから、検査を行った範囲において保安規定違反となる事項は認めら
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れなかったものの、大洗センターで発生した作業員の汚染事故を踏まえた予防処

置が引き続き実施されることから、今後も保安検査等において確認することとする。 

   

③文書及び記録の管理要領 

本検査項目は、文書及び記録管理の仕組み及び作成された記録類の保管状況を

「保安文書管理標準」「保安記録管理標準」等の手順書及び記録類並びに関係者

への聴取により確認した。 

検査の結果、文書の管理については「保安文書管理標準」に、文書の制定、改訂、

廃止手続き、管理台帳の整備、配付、保管、識別及び誤用防止等の管理方法が

明記されるとともに、１次文書、２次文書及び３次文書の区分の分類が明記され文書

の管理方法が確立されていること。また、文書の改定履歴について、何時、何を、どの

ように、何故改定したのかがわかりやすい改定履歴の記載を行っていることを、２次文書、

３次文書及び関係者への聴取により確認した。 

記録の管理については、「保安記録管理標準」に、記録作成上の留意事項、作成

及び報告、保管、保護及び破棄等の要領が明記され、記録の管理要領が確立され

ていることを手順書及び関係者への聴取により確認するとともに、記録の保管管理状

況は、最新の記録（操作記録等）を検査席上において確認し、毎月発生する記録が

各部毎に簿冊にファイリングされ保管管理されていること、長期保管が要求されている

過去の記録（使用前検査記録、施設定期検査記録、気象記録、事故の記録及び

不適合処置記録等）を保管場所である事務室で確認し、鍵が掛かる書類保管棚で

記録の種類別に分類され、遺失することなく集中保管されていることを、各種記録の現

物及び担当課への聴取により確認した。 

保存すべき記録のうち電磁的方法により作成、保管されている記録（記録の収集・

作成が機械化されている、工場棟・粗成型・粉末集塵装置操作記録、工場棟・粉

末輸送・明替ボックス操作記録、電動リフター操作記録及びペレットポリビン用台車操

作記録等の一部の機械化された機器の操作記録）について、同記録及び関係者への

聴取により確認し、「保安記録管理標準」に則り作成、保管、管理されていることを確

認した。 

また、保安規定別表第１６の「１．加工規則第７条に基づく記録」のうち廃止措置

完了まで保管が要求されている加工施設の事故記録が、不適合管理の記録として保

管されているため、保管はされているものの不適合管理の記録（記録の管理要領にお

いて保存期間５年）と事故の記録（廃止措置完了まで保存）とでは保存年月の違いが

あり、明確に識別管理を行う必要があると事業者が認識していることを聴取した。 

 

以上のことから、検査を行った範囲において保安規定違反となる事項は認めら

れなかった。 

 

（３）違反事項（監視すべき事項を除く。） 

なし 

 

４．特記事項 

なし 
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別添１ 

平成２９年度第２回保安検査日程 

 

月 日 ８月１５日（火） ８月１６日（水） ８月１７日（木） ８月１８日（金） 

午前 

 

●初回会議 

 

 

 

◎不適合管理及び是正処置の実

施状況 

 

●検査前会議 

 

 

 

○予防処置の実施状況 

 

●検査前会議 

 

 

○予防処置の実施状況 

○文書および記録の管理状況 

 

 

●検査前会議 

●運転管理状況の聴取・記録確

認 

●現場確認 

 

○予防処置の実施状況 

 

 

午後 

●運転管理状況の聴取・記録確

認 

 

 

◎不適合管理及び是正処置の実

施状況 

●チーム会議 

●まとめ会議 

●運転管理状況の聴取・記録

確認 

●加工施設の巡視等 

 

○予防処置の実施状況 

 

●チーム会議 

●まとめ会議 

●運転管理状況の聴取・記録

確認 

 

 

○文書および記録の管理状況 

 

●チーム会議 

●まとめ会議 

 

 

 

●検査結果の整理・確認 

 

●チーム会議 

●最終会議 

注記）○：基本検査項目 ◎：重点方針に基づく検査項目 ●：会議／記録確認／巡視等


